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長野市環境教育における体験の機会の場の認定に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成15年

法律 130号。以下「法」という。）第20条第１項に規定する体験の機会の場で行う

事業の内容等に係る認定について、法及び環境教育等による環境保全の取組の促進

に関する法律施行規則（平成24年文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通

省・環境省令第２号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２ この要綱において「体験の機会の場」とは、法第20条第１項に規定する体験の

機会の場であって、当該体験の機会の場として提供される土地又は建物の全部が市

の区域に含まれるものをいう。 

 （認定の申請に係る関係書類） 

第３ 省令第９条第２項第３号に掲げる書面は、法第20条第４項各号の規定に該当し

ない旨の説明書（様式第１号）とする。 

２ 省令第９条第２項第４号に掲げる書類は、事業実績報告書・収支決算書（様式第

２号）とする。 

３ 省令第９条第２項第５号に掲げる事業計画書及び収支予算書並びに同項第８号に

掲げる書類は、事業実施計画書・収支予算書（様式第３号）とする。 

４ 省令第９条第２項第６号に掲げる書類は、安全の確保を図るための措置に関する

申出書（様式第４号）とする。 

５ 省令第９条第２項第７号に掲げる書類は、事業実施体制に関する説明書（様式第

５号）とする。 

６ 省令第９条第２項第10号に掲げる同意書は、事業実施者の同意書（様式第６号）

とする。 

７ 省令第９条第２項第11号に掲げる書類は、事業実施内容に関する説明書（様式第

７号）及びその他市長が必要と認める書類とする。 

（認定） 

第４ 市長は、法第20条の７第１項の規定により読み替えて適用する法第20条第３項

の規定により同項に規定する申請書の提出を受けた場合において、当該申請書に記

載されている体験の機会の場で行う事業の内容等が同条第１項各号に掲げる要件の

いずれにも該当すると認めるときは、法第20条の７第２項の規定により読み替えて

適用する法第20条第５項の規定により長野市教育委員会と協議の上、認定するもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定による認定のため必要があると認めるときは、認定の申請を

する者に対して現地調査の協力を依頼することがある。 

（認定の変更等の届出） 

第５ 法第20条の７第１項の規定により読み替えて適用する法第20条第８項の規定に

よる届出は、同条第３項各号に掲げる事項に変更のあった日又は第４第１項の規定
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による認定を受けた体験の機会の場の提供を行わなくなった日から起算して30日以

内に行うものとする。ただし、市長が適当と認める場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定する届出のうち、法第20条第３項各号に掲げる事項の変更に係るもの

については、省令第10条に規定する届出書及び省令第９条第２項各号に掲げる書類

のうち体験の機会の場の変更に係るものを提出して行うものとする。 

（認定の有効期間） 

第６ 法第20条の２第１項に規定する有効期間は、５年とする。 

（認定の更新） 

第７ 法第20条の２第２項に規定する有効期間の更新を受けようとする者は、有効期

間満了日の30日前までに、省令第11条に規定する申請書及び省令第９条第２項各号

に掲げる書類を提出するものとする。ただし、市長が適当と認める場合は、この限

りでない。 

２ 前項の規定による認定の更新については、第４第１項及び第２項の規定を準用す

る。 

（実施報告） 

第８ 法第20条の７第１項の規定により読み替えて適用する法20条の４第１項の規定

による報告は、毎年５月31日までに長野市体験の機会の場における事業実施報告書

（様式第８号）を市長に提出して行うものとする。 

（事故報告） 

第９ 第４第１項の規定による認定を受けた事業を実施する体験の機会の場で参加者

等に事故があった場合において、当該認定を受けた者は、遅滞なく長野市体験の機

会の場における事故報告書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

 （補則） 

第10 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 
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様式第１号（第３関係） 

 

法第20条第４項各号の規定に該当しない旨の説明書 

 

年  月  日 

 

（宛先）長野市長 

 

住 所 

氏 名 

連絡先（電話） 

法人等にあっては、主たる事務所 

の所在地、名称及び代表者の氏名 

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則第９条第２項第３号

の規定により、下記のとおり説明します。 

 

 

記 

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条第４項各号に規定する

欠格事由には該当していません。 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４にしてください。 

 

 

 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律法20条第４項（抜粋） 

 

第20条 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、認定の申請をすることができない。 

 (1) 法20条の６第１項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から２年を

経過しない者 

 (2) 法人その他の団体であって、その役員（法人でない団体にあっては、その代表

者）のうちに前号に該当する者があるもの 
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様式第２号（第３関係） 

（表） 

事業実績報告書・収支決算書 

 

１ 体験の機会の場で実施した事業の概要 

事 業 年 度      年  月  日 ～      年  月  日 

体験の機会の場

で 実 施 し た 

事 業 の 内 容 

事業の目的及び

事 業 実 施 場 所 

実施期間

又は所要

時 間 

実施回数 

事 業 の 

対象者及

び参加定

員 数 

参加費用 

   回  円 

   回  円 

   回  円 

   回  円 
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（裏） 

２ 収支決算の概要 

備考 

１ 「収入」の欄は、参加費、助成金等の収入を記載してください。 

２ 「支出」の欄は、講師謝金、人件費その他本事業を実施するために要する

費用を記載してください。 

 

３ 剰余金の使途の概要 

備考 この欄は、収入が支出を上回る場合の使途について記載してください。 

 

 

 

収  入 支  出 

項 目 収 入 額 項 目 支 出 額 

    

合計Ａ  合計Ｂ  

Ａ 以 上 Ｂ の 場 合 の 

剰余金の使途について 
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様式第３号（第３関係） 

（表） 

事業実施計画書・収支予算書 

 

１ 体験の機会の場で実施する事業の概要 

事業年度      年  月  日 ～      年  月  日 

体験の機会の場

で 実 施 す る 

事 業 の 内 容 

事業の目的及び

事 業 実 施 場 所 

実施期間

又は所要

時 間 

実施回数 

事 業 の 

対象者及

び参加定

員 数 

参加費用 

   回  円 

   回  円 

   回  円 

   回  円 
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（裏） 

２ 収支予算の概要 

備考 

１ 「収入」の欄は、参加費、助成金等の収入を記載してください。 

２ 「支出」の欄は、講師謝金、人件費その他本事業を実施するために要する

費用を記載してください。 

 

３ 剰余金の使途の概要 

備考 この欄は、収入が支出を上回る場合の使途について記載してください。 

 

 

 

収  入 支  出 

項 目 収 入 額 項 目 支 出 額 

    

合計Ａ  合計Ｂ  

Ａ 以 上 Ｂ の 場 合 の 

剰余金の使途について 
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様式第４号（第３関係）  

安全の確保を図るための措置に関する申出書 

備考 

   １ 「緊急時の対応方法」の欄は、責任者又はスタッフごとの役割分担又は連

絡体制、消防機関若しくは医療機関等との連携状況等について具体的に記載

してください。 

  ２ 危険箇所の有無又は表示の状況が分かる図面、写真等を添付してください。 

  ３ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４にしてください。

参

加

者 

・

実

施

者

の

安

全

管

理

体

制 

安全管理責任者 〈職名・氏名〉 

安全管理の概要 

〈緊急時の対応方法（連絡体制等を含む。）〉 

 

 

〈スタッフへの事前講習〉 

□実施あり 

□実施なし（今後の対応：             ） 

〈安全マニュアルの整備〉 

□あり（写しを添付してください。） 

□なし（今後の対応：               ） 

〈参加者の傷害保険の加入〉 

□あり 

□なし（今後の対応：               ） 

土

地 

・

建

物

の

安

全

管

理 

危 険 箇 所 

の 安 全 対 策 

〈危険箇所の有無〉 

□あり（具体的箇所：               ） 

□なし 

〈危険箇所の表示〉 

□あり 

□なし（今後の対応：               ） 

〈参加者の危険回避のための安全対策〉 

 

 

施 設 等 の 保 守 

管理、メンテナ 

ン ス の 方 法 等 

〈点検、整備等の状況〉 

 

 

付 属 設 備 ・ 

備品品等の保守

管理、メンテナ

ン ス の 方 法 等 

〈点検、整備等の状況〉 

 

 



様式第５号（第３関係） 

事業実施体制に関する説明書 

 

備考 

１ ※１の欄は、体験の機会の場で実施する事業に関係する経験、学歴等を記載し、当該事業と関係のない経験、学歴等は記載しな

いでください。 

２ ※２の欄は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める記号を記載してください。 

    (1) 認定の申請に係る体験の機会の場で実施する事業に１年以上従事した経験を有する者の場合 ① 

    (2) (1) に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者の場合 ② 

    (3) (1) 及び(2) 以外の者の場合 × 

３ ※２の欄に×を記載した場合は、当該×を記載した者の備考２(1) 又は(2) に掲げる者による指導の方法を※３の欄に記載して

ください。 

４ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４にしてください。 

番

号 

体験の機会の場

で実施する事業

の従事者の氏名 

役割 知識及び経験に関する説明（※１） 
経験等の有

無（※２） 
指導方法（※３） 

１       

２       

３       

４       

５       

9
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様式第６号（第３関係） 

 

事業実施者の同意書 

 

年  月  日 

 

（申請者）       様 

                            

住 所 

氏 名 

連絡先（電話） 

法人等にあっては、主たる事務所 

の所在地、名称及び代表者の氏名 

 

 

 

 下記のとおり、認定の申請に係る体験の機会の場において、環境保全の意欲の増進

に関する事業を実施することについて同意します。 

 

記 

 

体験の機会の場の 

名 称 及 び 所 在 地 

 

体験の機会の場で 

実施する事業の内容 

 

体験の機会の場で 

実施する事業の対象 

と な る 者 の 範 囲 

 

体験の機会の場で実

施する事業のために

当該体験の機会の場

を 提 供 す る 期 間 

年     月   日～    月   日 

  

  

  

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４にしてください。 
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様式第７号（第３関係） 

（表） 

事業実施内容に関する説明書 

 

１ 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第７条に規定する基本方針

に照らして適切な事業の内容について 

環境教育がはぐく

むべき能力の育成

に寄与する具体的

な 事 業 の 内 容 

 

環 境 教 育 に 

求められる要素が

含まれる具体的な 

事 業 の 内 容 

 

体験活動を通じた

学 び の 実 践 に 

求められる要素が

含まれる具体的な

事 業 の 内 容 
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（裏） 

２ 環境の保全に関する学習の機会の提供に係る事業の内容について 

自然体験活動等を

通じて、自ら思考

し、及び行動する

機会が含まれる具

体的な事業の内容 

 

地 域 の 課 題 を 

扱う環境教育等 

が含まれる具体的

な 事 業 の 内 容 

 

参加者又は実施者

との交流及び協働

を必要とする具体

的な事業の内容 

 

備考 

   １ 体験の機会の場で実施する事業の内容（以下「事業内容」という。）につ

いて、各項目に該当する内容を記載してください。 

   ２ 事業内容を記載したパンフレット等を提出する場合は、各項目について記

載されている当該パンフレット等のページを記載してください。 

   ３ 各項目については、その理由も含めて明確に記載してください。 
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様式第８号（第８関係） 

（表） 

長野市体験の機会の場における事業実施報告書 

 

年  月  日  

 

（宛先）長野市長 

 

住所 

氏名 

連絡先（電話） 

法人等にあっては、主たる事務所 

の所在地、名称及び代表者の氏名 

 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律の規定に基づき、認定に係る

体験の機会の場の前年度の事業実施について、下記のとおり報告します。 

記 

 

体験の機会の場の 

名称及び所在地 
 

事業実施年度・ 

事 業 実 施 期 間 

年度 

  年  月  日 ～    年  月  日 

 

１ 認定に係る体験の機会の場で実施した事業 

① 事 業 名    

② 事 業 内 容    

③ 事 業 目 的    
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（裏） 

④ 実 施 場 所    

⑤ 実施時間及

び所要時間 
   

⑥ 実 施 回 数         回         回         回 

⑦ 対象者及び

参 加 者 数 

対象者： 

参加者：    名 

対象者： 

参加者：    名 

対象者： 

参加者：    名 

⑧ 参 加 費 用         円         円         円 

⑨ 事故発生 

の 有 無 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

備考 「⑨ 事故発生の有無」の欄は、参加者又は実施者の生命又は身体に係る

事故の発生について「有」又は「無」のいずれかに○印を記載し、「有」に記

載した場合は「２ 生命身体事故内容及び再発防止措置」についても記載して

ください。 

 

２ 生命身体事故内容及び再発防止措置 

① 事 業 名    

② 事 故 発 生 

年 月 日 
   

③ 事 故 内 容    

④ 対応と再発

防 止 措 置 
   

  備考  

１ 収支決算書を添付してください。 

   ２ この用紙の大きさは、日本産業企画Ａ４にしてください。 

 



15 

 

様式第９号（第９関係） 

 

長野市体験の機会の場における事故報告書 

 

年  月  日  

 

（宛先）長野市長 

 

住所 

氏名 

法人等にあっては、主たる事務所 

の所在地、名称及び代表者の氏名 

 

認定に係る体験の機会の場で行う事業において、事故が発生しましたので下記の

とおり報告します。 

 

記 

 

体験の機会の場の

名称及び所在地 
 

事 故 発 生 日 時    年 月 日（ 曜日） 午前・午後  時  分頃 

事 故 発 生 場 所  

事故発生時の状況  

事 故 対 応  

担当者及び連絡先 
担当者： 

電 話： 

備考 この用紙の大きさは、日本産業企画Ａ４にしてください。 


